
1

『集合住宅“団地”の再編（再生・更新）手法に関する技術開発研究』

団   地   再   編

VOL.

リ ー フ レ ッ ト
-Re-DANCHI  leaflet-

MAY  2012

関西大学
戦 略 的 研 究 基 盤

文部科学省 私立大学 戦略的研究基盤形成支援事業 019

Keyword : 空間計画　協議型プランニング　戦略的プランニング

オランダの空間計画論　その 2　
　                          都市計画・国土計画制度

始めにプランニングありき
　オランダの街や農村はそれぞれが自立している。
都市と農村は接しながらも混じらず、きっぱりと区
別され、だらだらと市街地が節度なく続いて農村を
侵 蝕 す る よ う な 風 景 は 見 ら れ な い ( 図 1.)。 運 河 に
沿いの美しく多彩な破風をもった建物群は、それぞ
れが個性的で秩序あるまちの景観を形成している。
まちの中に張り巡らされた運河とそれを取り巻く街
路樹が、変化に富んだ都市の魅力を構成し、美しい
街並みと見事に調和している。
　このような個性的なプランニングと建築デザイン
は、突き詰めれば、都市計画や建築に関する厳格で
合理的な空間計画制度に依拠しているのである。す
なわち、オランダは厳しい計画制度に由来する「原
則に合致しておれば開発は可、さもなければ不可」
という「開発不自由の国」であり、この原則（計画

制度）こそが、オランダの空間計画制度のルーツと
なっている ( 日本は逆に規制の緩い「開発自由の国」
である )。その背景を探っていくと、数百年にわた
る干拓と治水によって蓄積された歴史的・文化的伝
統（資源）に由来していることに気づかされる。
　そこから国土の隅々までプランニングの網で覆い
つくそうとする空間計画制度が確立されてくる。そ
の意味でオランダは " 始めにプランニングありき "
の国なのである。
　ここでは、オランダにおける空間計画制度の全容
を明らかにし、ヨーロッパ連合（以下、EU）、国、州、
自治体などが関与する法規制の内容について概説し
たい。そしてオランダの空間計画の特質ともいうべ
き協議型プランニングと戦略的プランニングの諸特
徴について述べることにする。

図 1. 運河をくぐる高速道路と整然と区画された干拓地
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● 1901 年住宅法の制定
　オランダの諸都市の近代都市計画は
1901 年住宅法の制定を嚆矢とする。
同法は全国の主要な自治体に都市拡張
計画の策定を義務付けるとともに、市
街地形成に当たっては、地方自治体や
非営利組織（NPO）が政府補助の低所
得者向けの社会賃貸住宅を建設できる
よう法的措置を講じた。本法は、アム
ステルダムなどが 19 世紀末頃から急
速に顕在化してきた公衆衛生や住宅事
情の悪化などの都市問題に対処するた
めに、それまで市独自に実施してきた
建築規制や都市計画をベースに制定さ
れたものである。その内容はその後 1
世紀以上にわたって住宅制度と（1968
年制定の）空間計画制度の動向を左右
する重要な意義を持つものであった。

1.　EU、国、州、自治体の空間計画制度
　オランダの空間計画制度は、EU 加
盟国として EU 法とそのガイドライン
の規制を受ける。加盟各国は EU 法の
尊重が義務づけられ、EU 法に反する
国内法を制定することは出来ない。国
内法は中央政府の国と、地方政府であ
る12の州ならびに458（2006年現在）
の自治体からなる 3 つの行政機関（以
下「3 層レベル」という）によって運
用されている。この他、27 の排水区

（2006 年）からなる水管理委員会が
水管理を行う。このようにして、オラ
ンダの空間計画は EU、国、州、地方
自治体の 4 段階のヒエラルキーに応
じた規制を受ける（図 2.）。

 (1)　EU 法とガイドライン
　EU の法律やガイドラインのうち自
然保護では湿地保護のラムサール条約
や生物多様性条約などの国際条約と
ともに、EU の自然ハビタット指令と
野鳥指令、ナチュラ（Natura）2000、
EU 生物多様性戦略、汎欧州エコロジ
カル・ネットワーク（PEEN）など数
多くある。大気、水質、騒音、土壌汚
染についても厳しい規制がある。この
他、地球温暖化防止のための EU 共通

の取り組みや、EU 共通農業政策、広
域ヨーロッパ交通ネットワーク構想、
などはその典型例である。
　EU の 空 間 政 策 で は ヨ ー ロ ッ パ

（Europe）2000、「欧州空間計画展望」
などの全体構想がある。また域内で国
民総生産額（GDP）の EU 平均値を下
回る低開発地域を「優先目的地域」に
指定し、地域振興を図るための EU 構
造基金からの財政援助制度がある
　

（2）国の計画と政策文書
　国の計画は、主管庁である住宅・空
間計画・環境省 (VROM) を窓口に関
係各省の合議によって作成される「国
土空間計画報告」（国土文書と略称）
という形式をとっている。国土文書
は 1960 年の第 1 次計画から始まっ
て 2001 年の第 5 次計画を経て 2006
年の国土空間戦略に至るまで、それぞ
れがおよそ 10 年間を計画期間として
作成されてきたものである（本リーフ
レット：その 3 参照）。
　ところがオランダ政府は 21 世紀に
入って、約半世紀にわたって継続して
きた国土政策の転換を図り、これまで
の国土文書は廃棄し 2007 年に新しい
パラダイムによる「国土空間戦略」を
制定した。その方向に沿って空間計画
法も大改正がおこなわれた。
　そのため、一つには旧法にあった「国
土計画文書」と「中核空間決定」の 2
つを廃止し、新たに（地方自治体と同
様）基本計画と開発計画（土地利用計
画ともいう）を作成できるようになっ
た。二つには州は地域計画を廃止し、

（地域計画とともに）基本計画と土地

利用計画を作成できるようになった。
三つには自治体は従来通り基本計画と
開発計画を作成する、の 3 点にわた
る改正がおこなわれた。

（3）州の地域計画
　州は地域計画（または基本計画とい
う）を作成する。これは法的強制力を
持たないが、州全域にわたる将来開発
を構想するだけに、空間計画の中では
強い影響力をもっている。地域計画の
概念図は、ユトレヒト市周辺部を参考
にした図 3.（a）の地域計画（縮尺 10
万分の 1）で示されている。これとは
別に、州は域内の自治体が単独ではカ
バーできないような土地区画整理事
業、水管理計画、環境管理計画、生態
系ネットワーク構想など、広域対応を
必要とするプロジェクトを包含した州
計画を作成する。また州と自治体の空
間計画は水管理委員会による「水テス
ト」に適合しなければならない。

（4）自治体の計画
　自治体は次の 3 文書を作成する。
　1 つは土地利用計画で、実態として
は地区詳細計画、物的計画あるいは開
発計画といわれるもので、詳細かつ重
要な土地利用計画である。それは図
3.（c）が示すように空間利用のある
べき姿を明記したもので、空間利用の
方法を規定した建築許可の基準となる
ものである（縮尺：2400 分 1）。
　2 つは基本計画で、自治体の全区域
を対象に作成されるもので、将来の開
発（投資）計画の基礎となるものであ
る。そこでは図 3.（b）のように都市

図 2.　オランダの空間計画制度
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の将来発展計画を、詳細に定める（縮
尺：2 万分の 1）。
　3 つは建築基準条例で、建築物の位
置、大きさ、間口、隣棟間隔、建築線、
屋根の棟線、屋根樋の高さ、建蔽率な
どが詳細に決められている。建築・開
発業者は建築許可にあたって、①国の
建築規制、自治体の②土地利用計画、
③建築基準条例、④建築物美観規則、
⑤保存建築物規制の 5 つの審査基準
をクリアしなければならない。

2.　三層レベルの相互関係
　一般に近代国家の行政機構は、国、
州、自治体のヒエラルキーに従って行
政権は伝達される。まず国がガイドラ

イ ン を 決 め、 州
がそれを州内に
ブレイクダウン
し、さらに自治体
がそれらを参考
に独自の実施計
画 を た て る。 そ
こには国→州→
自治体の一方通
行の流れがあり、
中央政府の行政
権は地方自治体
にほぼ均質的に
伝達される。
　ところがオラ
ンダでは地方自
治権が強いため、
このようなヒエ
ラルキーが貫徹
されない場合が
多い。その最大の
理由は自治体が
建築許認可権を
盾 に、 上 位 レ ベ
ルの国や州の計
画に対して対抗
するからである。
したがって国の
施 策 が、 そ の ま
ま州や自治体の
計画に反映され

利害調整をタテの方向で行う「垂直調
整」と、それら三層レベルの行政機関
が内部のセクターを統合して行うヨコ
の「水平調整」が行われるようになっ
た（図4.）。これが協議型プランニング・
システムと言われるものである。

4.　三つのプランニング理念
　干拓と治水を媒体とする協議型プラ
ンニングは様々なプランニング理念を
創造することになった。その第 1 は "
規則正しく秩序立てて空間形成を " 行
うという「規則と秩序」（以下「ルー
ル＆オーダー」という）の原則が求め
られる。第 2 に造出された干拓地を
どのように土地利用するかという「計
画綱領」（以下「プランニング・ドク
トリン」）という計画理念が必要とさ
れる。第 3 にどのような戦略にもと
づいてプランニングを進めるかという

「戦略的プランニング」の手法が確立
される。これら 3 つが 20 世紀オラン
ダの空間計画理念の中枢をなすもので
ある。

（1）ルール＆オーダー
　干拓と治水は、水は最短距離を通っ
て流れるという水の特性を利用して
行われる。そのため干拓地は 20 世紀
オランダの画家モンドリアンが描いた
ような直線の幾何学的模様をなしてい
る。その形状の決定に当たっては（土
地の状況や土地利用の方法によって異
なるが）、土地を最大限効率的にアメ
ニティ豊かに利用をしたいというコ
ミュニティの意思が強く働いている。
そこから土地を「規則正しく秩序立て」
て計画するという「ルール＆オーダー」
の計画理念が創出されてくる。それは
空間を「規則にもとづいて秩序正しく」
計画するということである。

（2）プランニング・ドクトリン
　ある空間を計画する際、まず最初に
達成すべき目標と、それの実現方法を
明記した「プランニング・ドクトリン」
が定立されねばならない。最近よく使

図 3.(a)　ユトレヒト市周辺部における地域計画

図 3.(b)　ユトレヒト市周辺部における基本計画

図 3.(c)　ユトレヒト市周辺部における開発計画

ないことがしばしば起こる。

3.　協議型プランニング・システム
　このようにしてオランダでは、行政
システムのヒエラルキーが厳密には存
在しないこともあって、伝統的に協議
によって物事を決める習わしがある。
そこでは法律や規則で処理するという
より、まず関係者が話し合い、合意形
成するという方式が採られる。これが

「ラーム・ヴェット」（枠組み法）とい
われるものである。これは上位の法律
で大枠を決め、細部は現場の裁量に任
せるというオランダ独特の柔軟なやり
方である。このような考えのもとで空
間計画においては国、州、自治体間の

（縮尺 10 万分の 1）

（縮尺 2 万分の 1）

（縮尺 2400 分の 1）

( 市の中心部 )

開発計画又は土地利用計画
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われるミッション（使命、役割とも言
われる）と同義語である。
　「本リーフレット : その 3」でのべ
るように、オランダ・西部都市圏（ラ
ントスタット）を計画するには、1 つ
はラントスタットのメガロポリス化防
止、2 つはグリーンハートの保全、3
つは都市の過大化防止のため、その地
方分散の 3 施策がランドスタットと
グリーンハートのプランニング・ドク
トリンといえる。第 2 次世界大戦後、
イギリスの P. アーバー・クロンビー
が主導した「大ロンドン計画」のプラ
ンニング・ドクトリンは、過密化防止
を前提に 1 つはロンドンの戦災復興、
2 つは郊外でのニュータウンの建設、
3 つは都市圏を外周するグリーンベル
トの創設であった。

（3）戦略的プランニング
　以上述べたプランニング・ドクトリ
ンに基づいて具体的に進められる計画
手法が「戦略的プランニング」といわ
れるものである。それは「開発ビジョ
ン」と「開発戦略」の 2 つを統合する「戦
略的発想」に基づいたプランニングの
計画手法である。その手順を一例とし
て上げると図 5. のような流れになる
だろう。
　第 1 の「開発ビジョン」とは、理
念の確立である。例えばある事業者

（公共か民間は問わない）が一つのプ
ロジェクトを実施しようとするとき、
事業の目的・意義、規模・内容などを
盛り込んだプロジェクトの根幹に関わ
るミッションを打ち出す。これがプロ
ジェクトの性格を決める重要な要素と
なる。
　第 2 の「開発戦略」とは、計画策
定の際の「意思決定手続き」のこと
である。そこでは意思決定の権利（利
害）を有する行政関係者、民間事業
者、NPO など住民組織の代表をステー
クホルダーと位置づけ、彼らによる事
業推進委員会を設置する。そこで本事
業の目的、意義、価値などを明らかに
するプランニング・ドクトリンを確立
する。つづいて本事業を戦略的プラン
ニングに基づいて実施することが委員
会において確認される。これを基に専
門家の協力を得て多方面にわたる社会
的、空間的な調査が行われ、代替案を
検討しながら地域の実態や住民の諸要
求を集約したアセスメントが実施され
る。

4.　プランナーの楽園
　これまで述べてきたように、オラ
ンダは干拓と治水からくる地理的、
歴史的伝統に基づきプランニングに
真摯に取り組んできた国として有名
である。それが多くのプランニング

理論を生み出し、プランナーが確固
とした理論に基づいて活躍できる "
プランナーの楽園 " を生み出してき
た。それらはルール＆オーダーの確
立→計画学の発展→協議型プランニ
ング方式の創出→戦略的プランニン
グ手法の展開→整合性を持った空間
計画制度の確立へと、末広がりに進
展していったのである。

図 4.　水平調整と垂直調整による協議型プランニング・システム

図 5.　戦略的プランニングの
フロー図
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